
 

平成２９年度東京都バス走行環境改善 
シ ス テ ム 整 備 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 

 

                           ２８都市基調第１３６０号 

                           平 成 ２ ９ 年 ４ 月 １ 日 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、都内の交通量が多くバスの定時性の確保が困難な路線に、「バス

走行環境改善システム」を導入し、バス利用者のサービス向上を図りつつ、道路混雑

の緩和や地域環境の改善に寄与していくことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 本要綱において、次に掲げる用語の定義は、次の各号に定めるところによる。

１ 補助対象事業者 

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１項第１号イに規定する一般

乗合旅客自動車運送事業（バス事業）を経営するものをいう。 

 ２ 東京都バスロケーションシステム整備等計画協議会 

国、東京都、一般社団法人東京バス協会及び一般乗合旅客自動車運送事業者等の

代表者で構成する協議会をいう。 

 ３ 補助対象外事業者 

東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下「暴排条例」とい

う。）第２条第２号に規定する暴力団及び法人その他の団体の代表者、役員又は使用

人その他の従業者若しくは構成員に暴力団員等（暴排条例第２条第３号に規定する

暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。）に該当する者があるもの

をいう。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、バスの位置情報を

バス利用者に提供するシステムを整備する事業であって、東京都バスロケーションシ

ステム整備等計画協議会の承認を経るものとする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事

業の実施に要する経費のうち、別表に掲げるものとする。ただし、前条に掲げる事業

に要する経費から、仕入れ控除を行う場合における仕入れ控除の対象となる消費税相

当分を控除した額とする。 

                           

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、予算の定める範囲内とし、かつ、補助対象経費の実績額に５分

の１を乗じて得た額以内とする。なお、補助金として算出された額に１，０００円未

満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 



 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付申請をしようとするものは、別紙第１号様式による補助金交付申

請及び別紙第２号様式による当該事業者が補助対象外事業者でないことなどを誓約す

るする書類に関係書類を添えて、東京都知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定及び通知） 

第７条 知事は、前条の申請があったときは、所要の審査を行い、適正であると認めた

ときは、 補助金の交付決定をし、別紙第３号様式による交付決定通知書により事業者

に通知するものとする。 

 

（補助の条件） 

第８条 知事は、前条による補助金の交付決定にあたって、必要な条件を付すことがで

きる。 

 

（補助事業の計画変更の申請） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、交付申請内

容を変更しようとするときは、あらかじめ別紙第４号様式による補助事業計画変更承

認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

  

（変更決定及び通知） 

第１０条  知事は、前条の申請があったときは、補助金交付決定額の変更を行うことが

できる。 

２ 知事は、補助金交付決定額の変更をしたときは、別紙第５号様式による補助金交付

決定額変更通知書を、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助事業の中止又は廃止の承認申請） 

第１１条 補助事業者は、補助事業を中止し又は廃止しようとするときは、速やかに別

紙第６号様式による補助事業中止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受

けなければならない。 

 

（事故報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の遂

行が困難になったときは、速やかに別紙第７号様式による補助事業事故報告書を知事

に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したとき、又は補助事業が完了しない場合で

東京都の会計年度が終了したときは、速やかに別紙第８号様式による実績報告書に関

係書類を添付して知事に提出し、事業の実績を報告しなければならない。 

 



 

（補助金の額の確定） 

第１４条 知事は、実績報告書の提出があったときは、当該実績報告書の審査及び必要

に応じて行う現地調査により、その報告に係る補助事業の成果が、補助金の交付決定

の内容及びこれに付した条件に適合するものと認めたときは、別紙第９号様式により

交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第１５条 補助事業者は、交付決定を受けた補助金を請求するときは、別紙第１０号様

式による請求書により請求するものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第１６条 補助事業者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産（以下「取得

財産等」という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意

をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、知事の承認を受けないで取得財産等をこの補助金の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

３ 補助事業者は前項の処分をしようとするときは、あらかじめ、別紙第１１号様式に

よる財産処分承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（帳簿の保管義務） 

第１７条 補助事業者は、補助対象事業に関する収支を明らかにした帳簿を備え、補助

対象事業完了後５年間保存しなければならない。 

 

（申請書等の提出先） 

第１８条 この要綱に定める補助金の交付申請等の書類は、東京都都市整備局都市基盤

部調整課に提出するものとする。 

 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に必要な事項については、

東京都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）の定めるところによる。 

 

  附 則 

  この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 



 

〔別表〕（要綱第４条関係） 

 

補助対象経費 

補助対象経費の範囲は、補助対象事業者のバス走行環境改善システムの整備事業

  に要する経費のうち、次に掲げる整備に必要なものとする。 

 
 

 項目区分 補  助  対  象  項  目 

１  車載機の整備費用 

２  利用者への情報提供システム（停留所等）の整備費用 

３  基地局及び営業所等におけるシステム整備費用 

４  その他知事が必要と認めるもの 

 

 

        ただし、データ更新料や運用にかかる諸費用は除く。 



 

第１号様式（第６条関係） 

                                     番    号 

                                年  月  日 

 

 東 京 都 知 事 殿 

 

所 在 地 

申請者名称 

代表者氏名          ○印  

 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金交付申請書 

 

 平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業について、補助金の交付を受

けたいので、関係書類を添付して下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 事 業 名   

  平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業 

 

２ 補助金交付申請額 

  金        千円 

 

    内 訳 
 

 品名 区 分 

（補助対象項目） 

数 

（車両等） 

単価 補助対象経費 補助申請額  

   円 円 千円 

 

 

３ 添付書類 

（１）補助事業実施計画路線図 

（２）見積書・契約書等の写し 



 

第２号様式（第６条関係） 
  

 

誓 約 書 

 
 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金交付要綱（以下「要

綱」という。）第６条の規定に基づく補助金等の交付の申請を行うに当たり、当該申

請により補助金等の交付を受けようとする者（法人その他の団体にあっては、代表

者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が東京都暴力団排除条

例（平成２３年東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴力団及び法人その

他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力団員等（暴

排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者を

いう。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたします。 

また、この誓約に違反又は相違があり、要綱第７条及び第８条の規定により補助

金等の交付の決定の取消しを受けた場合において、返還を命じられたときは、これ

に異議なく応じることを誓約いたします。 

あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、

警視庁へ照会がなされることに同意いたします。 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

所在地 

                                   

 

          会社名 

代表者氏名                   印 

                                     

 

 

＊ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入

すること。 

＊ この誓約書における「暴力団関係者」には、以下の者も含まれる。 

 ・ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

 ・ 暴力団員を雇用している者 

 ・ 暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

 ・ 暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

 ・ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

 

 

 

 



 

第３号様式（第７条・第８条関係） 

                                 番      号 

平成 年 月 日 

 

 

 

               殿 

 

東 京 都 知 事   

                     ○ ○  ○ ○   □印   

 

 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム 

整備事業補助金交付決定通知書 

 

 

 平成  年  月  日付  第  号をもって交付申請のあった、平成２９年度東

京都バス走行環境改善システム整備事業補助金については、東京都バス走行環境改善シ

ステム整備事業補助金交付要綱第７条及び第８条の規定により、下記のとおり交付する。 

 

  

 

                   

 

 

記 

 

１ 交付決定額            千円 

 

２ 内   訳 
 

 品名 区 分 

（補助対象項目） 

数 

（車両等） 

単価 補助対象経費 補助申請額  

   円 円 千円 

 

 

 

 

 



 

３ 交付条件 

（１）事情変更による決定の取消し等 

     この補助金の交付決定後、天災地変その他事情変更により補助事業の全部又は一

部を継続する必要がなくなったと知事が認めるときは、補助金の交付決定の全部若

しくは一部を取り消し、又はこの交付の決定の内容若しくはこれに付した条件を変

更することがある。ただし、補助事業のうち既に実施したものに係る部分について

は、この限りではない。 

 

（２）承認事項 

   補助事業者は、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、あらかじめ知事の

承認を受けなければならない。 

ア 補助申請内容を変更しようとするとき。 

イ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 

（３）報告事項 

       補助事業者は、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、速やかに知事に報

告し、その指示を受けなければならない。 

ア 補助事業が予定期間内に完了しない場合又はこの補助事業の遂行が困難とな

ったとき。 

イ 補助事業が完了したとき、又は補助事業が完了しない場合で東京都の会計年度

が終了したとき。 

 

（４）補助事業の遂行命令等 

ア 知事は、（２）又は（３）による報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２２１条第２項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付決定の

内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、補助事

業者に対し、これらに従って当該補助事業を遂行すべきことを命ずることがで

きる。 

イ 補助事業者が、アの命令に違反したときは、知事は、当該補助事業の一時停止

を命ずることができる。 

 

（５）是正のための措置 

ア 知事は、補助事業の成果が、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件

に適合しないと認めるときは、補助事業者に対し、当該補助事業につき、これら

に適合させるための処置をとるべきことを命ずることがある。 

イ 補助事業の実績報告は、アの命令により必要な処置をした場合においてもこれ

を行わなければならない。 

 

（６）決定の取消し 

知事は、この補助金の交付決定後、補助事業者が次のいずれかに該当した場合は、



 

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消す場合がある。 

ア 偽りその他の不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金を他の用途に使用したとき。 

ウ  補助事業を前記（１）以外の理由で中止し又は廃止したとき。 

エ その他、補助金の交付決定の内容若しくはこれに付した条件その他法令に基づ

く命令又は知事の指示に反したとき。 

 

（７）補助金の返還 

  知事は、（１）又は（６）によりこの補助金の交付の決定を取り消した場合にお

いて、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助事業者に補助金が交付さ

れているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。なお、補助金の額の

確定を行った後においても同様とする。 

 

（８）違約加算金 

知事が、前記（６）の場合において、この補助金の交付の決定の全部又は一部を

取り消した場合において、補助金の返還を命じたときは、補助事業者は、当該命令

に係る補助金の受領の日から返還の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一

部を返還した場合におけるその後の期間については、既返還額を控除した額）につ

き、年１０．９５％の割合で計算した違約加算金（１００円未満の端数は切り捨て

る。）を納入しなければならない。 

 

（９）延滞金 

知事が、補助事業者に対し、補助金の返還を命じた場合において、バス事業者が

これを納期日までに返還しなかったときは、バス事業者は、納期日の翌日から返還

の日までの日数に応じ、その未納額につき年１０．９５％の割合で計算した延滞金

（１００円未満の端数は切り捨てる。）を納付しなければならない。 

 

（１０）申請の撤回 

この補助金の交付の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、この交付

の決定の通知を受領後１４日以内に、申請の撤回をすることができる。 

 

  （注）補助金交付の条件は以上によるほか、必要に応じ条件を付す場合がある。 



 

第４号様式（第９条関係） 

                                番     号 

                            年  月  日 

 

  東 京 都 知 事 殿 

 

所 在 地 

申請者名称 

代表者氏名           ○印  

 

 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金 

に係る補助事業計画変更承認申請書 

 

 

平成  年  月  日付  都市基調第  号で補助金の交付決定通知のあった平

成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業について、下記のとおり、変更し

たいので、承認されるよう申請します。 

 

 

記 

 

１ 変更事項及びその内容 

 

２ 変更する理由 

 

３ 補助金交付申請書（写）に変更する部分を上段に朱書きしたもの 

 

４ その他必要な書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第５号様式（第１０条関係） 

                                 番      号 

平成 年 月 日 

 

                 殿 

 

 

東 京 都 知 事 

  ○ ○  ○ ○    □印  

 

                                        

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム 

整備事業補助金交付決定額変更通知書 

 

 

 平成  年  月  日付  都市基調第  号で補助金の交付決定をし、平成 年

  月  日付     第  号で補助事業の計画変更承認申請のあった平成２９年

度東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金について、下記のとおり補助金交付

決定額を変更したので通知する。 

 

記 

 

１ 補助金変更決定額  金         千円 

 

２ 補助事業の内容等 

                                                                   （単位：千円） 

 
事  業  名 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム 

整備事業 

 

変更前の交付決定額  

変更後の交付決定額  

変更による増減額  

 

３ 補助事業及び変更内容 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金に係る補助事業計画

変更承認申請書のとおり。 

 

４ 交付条件 

平成  年  月  日付  都市基調第   号の平成２９年度東京都バス走行

環境改善システム整備事業補助金交付決定通知書に記載の交付条件に同じ。 



 

第６号様式（第１１条関係） 

 

                                番     号 

                                年  月  日 

 

 東 京 都 知 事 殿 

 

所 在 地 

申請者名称 

代表者氏名           ○印  

 

 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金 

に係る補助事業中止（廃止）承認申請書 

 

平成  年  月  日付  都市基調第  号で補助金の交付決定通知のあった平

成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業について、下記のとおり、同事業

を中止（廃止）したいので、承認されるよう申請します。 

 

 

記 

 

 １ 事業を中止（廃止）する理由 

 

 ２ 補助対象経費の支出額内訳 

                                                                        （単位：円） 

 補助対象経費 既施行部分額 未施行部分額 計 摘  要 

     

計 
   

 

 ３ 事業を中止する場合は、その期間及び再開後の完了予定日 

   （１）中止期間   平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

   （２）完了予定期日 平成  年  月  日  ～ 平成  年  月  日 

 

 ４ その他必要な書類 

 

 



 

第７号様式（第１２条関係） 

 

                                番     号 

                                年  月  日 

                                       

 東 京 都 知 事 殿 

 

所 在 地 

申請者名称 

代表者氏名           ○印  

 

 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金 

に係る補助事業事故報告書 

 

 

平成  年  月  日付  都市基調第  号で補助金の交付決定通知のあった平

成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業について、下記のとおり、事故が

発生したので、報告します。 

 

 

記 

 

１ 事故の種類 

 

２ 事故の主な原因 

 

３ 事故に対する補助事業者の対処方針 

 

４ 事故に伴い経費の配分に変更がある場合はその内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第８号様式（第１３条関係）                                       

                              番     号 

                                年  月  日 

 

 東 京 都 知 事 殿 

 

 

所 在 地 

申請者名称 

代表者氏名           ○印  

 

 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム 

整備事業補助金に係る補助事業完了実績報告書 

 

平成  年  月  日付  都市基調第  号をもって、補助金の交付決定を受け

た標記事業の実績について、関係書類を添付して下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事 業 名   

  平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業 

 

２ 補助金実施結果 
 

 品  名 区 分 

（補助対象項目） 

数 

（車両等） 

単 価 補助対象経費 補助申請額  

   円 円 千円 

 

   

３ 添付書類 

（１）補助事業実施路線図 

（２）領収書等支払いを証する書類の写し 

（３）写真等必要とする書類 



 

第９号様式（第１４条関係） 

 

                           番         号 

平成  年  月  日 

 

                殿 

 

 

東 京 都 知 事  

  ○ ○  ○ ○     □印  

 

 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム 

整備事業補助金確定通知書 

 

                         

 平成  年  月  日付  第  号をもって実績報告のあった、標記都交付金事

業については、平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金交付要綱

第１４条の規定により、下記のとおり確定したので通知する。 

                

 

 

 

記 

 

 

 

１ 交付決定金額  金        千円 

 

 

２ 確定交付金額  金        千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１０号様式（第１５条関係） 

 

 

 

 

請  求  書 

 

 

 

 

     請求金額             円 

 

 

 

 

 ただし、平成  年  月  日付  都市基調第   号をもって補助金の額の確

定通知のあった、平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金を、上

記のとおり請求します。 

 

 

平成  年  月  日 

 

      東 京 都 知 事 殿 

 

 

 

                  所在地 

 

                  会社名 

 

                   代表者氏名           ○印  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１１号様式（第１６条関係） 

 

                                番     号 

                                年  月  日 

 

 東 京 都 知 事 殿 

 

所 在 地 

申請者名称 

代表者氏名           ○印  

 

 

平成２９年度東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金 

に係る財産処分承認申請書 

 

 

 平成  年度東京都バス走行環境改善システム整備事業に係る財産を、平成２９年度

東京都バス走行環境改善システム整備事業補助金交付要綱第１６条第３項の規定により、

下記のとおり処分したいので、承認されるよう申請します。 

 

 

記 

 

１ 処分しようとする財産 

（１）バス走行環境改善システム整備事業に係る機器 

（２）所在内容 

 

２ 処分の内容 

 

３ 処分の相手方の氏名又は名称及び住所 

 

４ 処分の相手方の利用計画 

 

５ 処分しようとする理由 

 

６ 処分しようとする財産の取得又は効用の増加に要した費用に関する明細 


